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• 労働基準法 
– 労働基準法施行規則  女性労働基準規則  年少者労働基準規則 

• 労働安全衛生法 
– 労働安全衛生法施行令 

• 労働安全衛生規則      有機溶剤中毒予防規則 

• 鉛中毒予防規則       四アルキル鉛中毒予防規則 

• 特定化学物質障害予防規則  高気圧作業安全衛生規則 

• 電離放射線障害防止規則   酸素欠乏症等防止規則 

• 粉じん障害防止規則     事務所衛生基準規則 

• 石綿障害予防規則      除染電離則 

• 作業環境測定法 
– 作業環境測定法施行令 

• 作業環境測定法施行規則 

• じん肺法 
• じん肺法施行規則        
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労働安全衛生法の目的（法第１条） 

   この法律は、労働基準法と相まって、労働
災害の防止のための危害防止基準の確立、
責任体制の明確化及び自主的活動の促進の
措置を講ずる等その防止に関する総合的計
画的な対策を推進することにより職場におけ
る労働者の安全と健康を確保するとともに、快
適な職場環境の形成を促進することを目的と
する。 
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・目的 労働者の安全と健康の確保 

・義務主体 事業者 

・保護客体 労働者 

・内容 最低基準としての危険防止措置及び

健康障害防止措置を罰則をもって履行強制 

・法令遵守の仕組み 司法警察権を有する

労働基準監督官による取締り 
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労働基準行政の体系 

厚生労働省 労働基準局  

 

 

   都道府県労働局（４７）  

 

 

   労働基準監督署（３２５） 

安全衛生部 

労災補償部 

労働基準部 健康安全課／健康課 
国
が
直
轄
し
て
い
る 
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労働安全衛生法の内容の概要 

安全衛生管理体制の確立 

危険・健康障害の防止措置 

機械等及び有害物の規制 

安全衛生教育の実施及び
就業制限 

環境測定、健康診断 

快適職場の形成促進 

免許、技能講習の制度 

安全衛生改善計画 

労働安全衛生コンサルタント 

計画届け、監督機関の権限 

雑則、罰則 

事業者の責務等 

労
働
安
全
衛
生
法 
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Ⅰ 労働衛生管理体制の確立 

Ⅱ 作業環境管理 

Ⅲ 作業管理 

Ⅳ 健康管理 

Ⅴ 労働衛生教育 

労働衛生の３管理 

労働衛生管理の基本 

労働安全衛生マネジメントシステム 

リスクアセスメントの実施 
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労働安全衛生法のあらまし 

安全衛生管理体制の確立 

–総括安全衛生管理者（１０条）…（業種により） 

–安全管理者（１１条）……（業種により…） 

–衛生管理者（１２条）…・５０人以上 

–産業医（１３条）…・・５０人以上 

• ５０人未満の事業場にも努力義務（１３条の２） 

–安全衛生推進者（１２条の２）（１０人～５０人） 

–作業主任者（１４条…危険有害業務） 
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事業場における労働安全衛生管理体制 

規模 １～９人 １０人～４９人 ５０人～９９人 
１００人～ 

２９９人 

３００人～ 

９９９人 

１０００人 

以上 

衛
生
管
理
体
制 

総括安全衛生管理者 

（業種により300人又は1,000人以上から） 

地域産業保健センターの 

医師・保健師による健康管理 
産業医（1,000人以上又は有害業務に500人以上の事業場は専属） 

安全衛生推進者 衛生管理者（業者・規模等に応じた有資格者、人数、専任者） 

労働者の意見聴取の機会の設定 安全衛生委員会 

作業主任者（危険有害業務） 
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事業者 

総括安全衛生管理者 
（事業の実施を統括管理する者） 

産業医 

衛生管理者 

事業場 

指揮 

勧
告 

選任 

健康診断の実施、その結果に基づく措置 

作業環境の維持管理 

作業管理 

健康教育、健康相談 

衛生教育 

健康障害の原因調査及び再発防止措置 

労働衛生管理体制 

産業医の職務 

勧告 

労働者の危険又は健康障害を防止するための
措置 

安全衛生教育の実施 

健診の実施その他健康保持増進措置 

労働災害の原因調査、再発防止対策 

安全衛生方針の表明 

リスクアセスメント 

安全衛生計画の作成、実施、評価、改善 

総括安全衛生管理者の業務 

（次の業務の統括管理） 

指導助言 

選
任 
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 選任義務 

 常時５０人以上の労働者を使用する事業場 

 専属の者の選任義務 

 常時1000人以上の労働者を使用する事業場 

 有害業務に常時500人以上の労働者を従事させる事業場 

 常時3,000人を超える労働者を使用する事業者は二人以上の産業医を選任する。 

産業医の選任基準 

産業医の要件 

 厚生労働大臣が定めるものを修了した者 

 日本医師会の産業医学基礎研修 

 産業医科大学の産業医学基本講座 

 厚生労働大臣が指定した産業医養成課程を設置している大学を卒業し、定められた実

習を履修した者 

 労働衛生コンサルタント（保健衛生）に合格した者 

 大学の労働衛生に関する教授、准教授及び講師   11 



事業者 

総括安全 
衛生管理者 

衛生管理者 

産業医 

選任、権限の付与 

勧告 

勧告 

指導・助言 

•健康診断の実施、そ
の結果に基づく措置 

•作業環境の維持管理 

•作業管理 

•健康教育、健康相談 

•衛生教育 

•健康障害の原因調査
及び再発防止措置 
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（労働安全衛生法） 
第１３条の２  事業者は、前条第一項の事業場以外の事業場につ

いては、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識
を有する医師その他厚生労働省令で定める者に労働者の健康管
理等の全部又は一部を行わせるように努めなければならない。  

 

（労働安全衛生規則） 
第１５条の２ 法第１３条の２の厚生労働省令で定める者は、労働
者の健康管理等を行うのに必要な知識を有する保健師とする。 
 

 
（平成23年3月30日 基発0330第2号 ） 
労働者の健康管理等を行うのに必要な知識を有する保健師とは、従来名簿（地域産業保
健センターに備えている名簿）に記載されていた保健師に加え、今後新たに名簿が更新さ
れることがなくなることに鑑み、日本産業衛生学会登録産業看護師のうち保健師の資格を
有する者及び独立行政法人労働者健康福祉機構の実施する産業保健推進センター事業
における研修等を受講した保健師とするものであること。 

常時５０未満の労働者を使用する事業場 
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リスクアセスメント 
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労働安全衛生マネジメントシステム 
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第43条  雇入時の健康診断 

第44条  定期健康診断  

第45条  特定業務従事者の健康診断 

第45条の2 海外派遣労働者の健康診断 

第47条  給食従業員の検便 

労働安全衛生法第66条第１項 
   ↓ 
労働安全衛生規則 
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１ 既往歴及び業務歴の調査 
２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 
３ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査 
４ 胸部エックス線検査及び喀痰検査 
５ 血圧の測定 
６ 貧血検査（血色素量、赤血球数） 
７ 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP） 
８  血中脂質検査（ＬDL・ＨＤＬコレステロール、TG） 
９ 血糖検査（ヘモグロビンA1cでも可） 
１０ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査） 
１１ 心電図検査 

労働安全衛生規則第44条 

３，４，６，７，８，９，１１ の項目については、一定の基準に基づき医師が必
要でないと認めるときは省略可 
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特定健診と安衛法の健診との比較 １ 

特定健康診査 
安衛法の健診 
（定期健康診断） 

根拠法 高齢者医療確保法 労働安全衛生法 

目的 
生活習慣病の予防 

医療費の適正化 
労働者の健康確保 

実施主体 
保険者 

事業者 
被用者保険 

国民健康保険 

（市町村） 

対象者 

４０～７４歳の国民 
（７５歳以上は努力義務） 

 

 

 

労働者 

※保険者は、事業者から労働者の健診結果の通知を受けた場合には、健診実施義務を免れる。 

費用負担 
国１／３、 

保険者２／３ 
（自己負担分を除く） 

国１／３、 

都道府県１／３、 

市町村国保１／３ 

（自己負担分を除く） 

事業者 
（労働者の自己負担なし） 

備考 ※実施しない場合の罰則なし 

※実施しない場合の事業者への
罰則あり 

※業務上疾病は、事業者に補償
責任あり 

労働者については安衛法の健診が優先 
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特定健康診査 
安衛法の健診 

（定期健康診断） 

健診項目 

 

問診（既往歴、服薬歴、喫煙歴） 
身体計測（身長、体重、ＢＭＩ、腹囲） 
診察（自覚症状、他覚症状） 
血圧 

生化学検査（ＴＧ、ＨＤＬ、ＬＤＬ、ＡＳＴ、
ＡＬＴ、γ－ＧＴ） 
血糖検査（空腹時血糖又はＨｂＡ１Ｃ） 
尿検査（尿糖、尿蛋白） 

血液学検査（赤血球数、Ｈｂ値、Ｈｔ
値） 
生理学検査（心電図、眼底検査） 

 

問診（業務歴、既往歴、服薬歴、喫煙歴） 
身体計測（身長、体重、ＢＭＩ、腹囲） 
診察（自覚症状、他覚症状） 
血圧 

生化学検査（ＴＧ、ＨＤＬ、ＬＤＬ、ＡＳＴ、ＡＬ
Ｔ、γ－ＧＴ） 
血糖検査（空腹時血糖又はＨｂＡ１Ｃ） 
尿検査（尿糖、尿蛋白） 
血液学検査（赤血球数、Ｈｂ値） 
生理学検査（心電図、胸部エックス線、喀
痰、視力、聴力） 

備考 
※血液学検査、生理学検査は、医師
の判断に基づき選択的に実施。 

※斜体の検査項目は、４０歳未満の者で
は医師の判断により省略可能。 

※ 服薬歴、喫煙歴は任意に実施 

※下線の項目は重複。 

特定健診と安衛法の健診との比較 ２ 
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一般定期健康診断 

労
働
者 

事
業     
者     

（異常の所見があると診断された場合） 

労働者の健康保持に必要な措置について意見聴取 

・既往歴及び業務歴の調査 

・自覚症状及び他覚症状の 
 有無の検査 

・身長、体重、腹囲、視力 
 及び聴力の検査 

・胸部エックス線検査
及び喀痰検査 

・貧血検査 

・肝機能検査 

・血圧の測定 

・血中脂質検査 

・血糖検査 

・尿検査 

・心電図検査 

健康診断の結果を通知 
（精密検査等が必要な場合は受診勧奨） 

通常勤務、就業制限（時間外労働の制限、作業の転換
等）、要休業等について意見 

（医師等からの意見を勘案し、必要

があるとき）就業制限等の措置 

健康診断の結果 

医
師(

産
業
医
、
地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
の
医
師
等) 

医療機関 

診断の結果 
を提示（任意） 

精密検査等 

（参考）一般定期健康診断のしくみ 
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メンタルヘルス対策支援セ

ンター(47) 

＜国委託事業＞ 

産業保健推進センター（連絡事務所）(47) 
＜労働者健康福祉機構＞ 

 

地域産業保健センター(47) 

       ＜国委託事業＞  

  50人以上の事業場 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50人未満事業場 

産業医（専属・嘱託） 

産業保健師等 

産業医（保健師） 

・健診結果の医師意見 

・脳心疾患保健指導 

・メンタル不調相談指導 

・長時間労働者面接指導 

・産業医等に対する専門的・実践的研修 

・専門的な相談、情報提供 

 

・相談対応 
・訪問支援 
・管理監督者教育 

メンタルヘルス専門家 

研修・相談・情報提供 

産業保健サービス 
相談対応 
訪問支援 
管理監督者教
育 

事業者 

労働者 

事業者 

労働者 

研修・相談・ 
情報提供 

研修・相談・ 
情報提供 

産業保健への支援体制 
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1. 産業医等に対する研修その他の支援 

2. 産業保健に関する専門的相談 

3. 産業保健情報の収集提供等 

4. 産業保健に関する広報啓発  

5. 地域産業保健センターの支援 

（独立行政法人労働者健康福祉機構法） 
第１２条  機構は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 ～二（略） 
三 労働者の健康に関する業務を行う者に対して研修、情報の提供、相談その他の援助を行うた
めの施設の設置及び運営を行うこと。 
四～九（略） 

２ （略） 

都道府県産業保健推進センター（連絡事務所） 
（対象：産業医等の産業保健関係者） 
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1. 特定健康相談 

1. 健診実施後の医師の意見聴取への対応 

2. 脳心臓疾患のリスクが高い労働者の保健指導 

3. メンタル不調を自覚する労働者に対する相談・指導 

2. 長時間労働者に対する面接指導 

（労働安全衛生法） 

第１９条の３ 国は、第十三条の二の事業場の労働者の健康の確保に資するため、労働者の健康管理等に関する
相談、情報の提供その他の必要な援助を行うように努めるものとする。 

 

（労働安全衛生規則） 
第１５条の２ （１項 略） 
２ 事業者は、法第十三条第一項 の事業場以外の事業場について、法第十三条の二 に規定する者に労働者の
健康管理等の全部又は一部を行わせるに当たつては、労働者の健康管理等を行う同条 に規定する医師の選
任、国が法第十九条の三 に規定する援助として行う労働者の健康管理等に係る業務についての相談その他
の必要な援助の事業の利用等に努めるものとする。 

地域産業保健センター 
（対象：50人未満の小規模事業場） 
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メンタルヘルス対策支援センター事業の概要 

趣旨・目的 

○地域での職場のメンタルヘルス対策の中核的機関として全国47都道府県に設置 （注） 
○メンタルヘルス不調の予防から復職支援まで職場のメンタルヘルス対策を総合的に支援 

事業内容 

○事業者、産業保健スタッフ等からの相談対応 
○個別事業場に訪問し助言・指導の実施 
○職場の管理監督者に対する教育の実施 
○職場復帰支援プログラムの作成支援 
○メンタルヘルス相談機関の登録・紹介 
○事業者、産業保健スタッフ、行政機関等とのネットワーク形成 

活動実績（H23年度） 

事業者等からの相談件数 24,813件 

事業場に対する 
訪問支援件数 

助言・指導 20,247件 

管理監督者への教育 4,859件 

職場復帰支援プログ
ラムの作成支援 673件 

メンタルヘルス 
相談機関の 

登録・紹介件数 

登録機関（累計） 37機関 

紹介 105件 

※ 実績は延べ数 

予算額の推移 

470 494 

1286 1263 

0 

200 

400 

600 

800 

1000 

1200 

1400 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

［百万円］ 新成長戦略で「メン
タルヘルスに関する
措置を受けられる
職場の割合100％ 」
が示される。 

メンタルヘ
ルス対策支
援センタ－ 

事業者 
産業保健スタッ
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支援 健康管理 

支援の流れ 

（注）国の委託事業として医師等の相談員を配置している。 
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労働災害防止計画 

○ 労働災害防止計画とは、労働災害の防止のための主要な 

 対策に関する事項その他の労働災害の防止に関し重要な 

 事項を定めた計画。 

 

○ 昭和３３年以来、１１次にわたって策定され、これに基づき 

 種々の対策が強力に推進されてきた。第１１次の計画は、 

 平成２４年度で終了。 

 

○ このため、平成２５年度を初年度とし、平成２９年度を目標 

 年度とする５か年計画である第１２次の計画を策定。 

※（労働安全衛生法第６条） 

 厚生労働大臣は、労働政策審議会の意見をきいて、労働災害の防止
のための主要な対策に関する事項その他の労働災害の防止に関し重
要な事項を定めた計画を策定しなければならない。 25 


